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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期

第１四半期連結
累計（会計）期間

第88期
第１四半期連結
累計（会計）期間

第87期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高（千円） 14,371,728 19,367,439 72,854,260

経常利益又は経常損失(△)　　（千

円）
△616,249 946,791 2,364,346

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失(△)（千円）
△507,271 1,584,861 2,707,806

純資産額（千円） 41,089,128 44,619,926 44,298,173

総資産額（千円） 67,089,265 73,533,520 74,165,441

１株当たり純資産額（円） 616.27 669.85 665.08

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失金額

(△)（円）

△8.08 25.25 43.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 57.7 57.2 56.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
275,426 2,522,434 7,653,892

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△319,007 △398,496 △996,505

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
61,596 △440,552 △982,569

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
5,633,038 12,972,331 11,237,850

従業員数（人） 4,165 4,138 4,126

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第87期及び第88期第１四半期連結累計

（会計）期間においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第87期

第１四半期連結累計（会計）期間においては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるた

め記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　
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４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 4,138(695)

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託契約の従業員、パートタイマー、期間従業員、派遣社員を含む。）

は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,573(175)

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（嘱託契約の従業員、パートタイマー、期間従業員、派遣社員を含む。）は、当第１四半期会計期間の平均

人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称
 当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）　

日本（千円） 12,817,322 －

北米（千円） 2,221,823 －

中国（千円） 689,190 －

アジア（千円） 1,574,281 －

合計（千円） 17,302,618 －

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は、トヨタ自動車株式会社をはじめとして、各納入先より四半期毎及び翌

月の生産計画の提示を受け、当社グループの生産能力を勘案して生産計画をたて生産しております。このため受注

状況の記載を省略しております。
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(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　　

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）　

日本（千円） 14,918,770 －

北米（千円） 2,177,802 －

中国（千円） 688,949 －

アジア（千円） 1,581,917 －

合計（千円） 19,367,439 －

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

トヨタ自動車(株) 4,558,343 31.7 6,022,544 31.1

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、在庫調整の進展やアジアを中心とした海外経済の回復を背景

に、輸出、生産の増加などから緩やかな回復を続けております。企業収益は輸出の増加やコスト削減効果から回復基調

が鮮明となっており、設備投資も持ち直しております。

当社グループの関係する自動車業界におきましても、エコカー減税や補助金政策などが影響して、自動車販売台数

は前年比較で大幅に増加となりました。しかしながら、補助金政策が打ち切られる１０月以降は反動が懸念されてお

り、先行きは不透明な状況にあります。

このような状況のなか、当第１四半期連結会計期間の売上高につきましては、１９３億６千７百万円（前年同四半

期比３４．８％増）となりました。

損益の状況につきましては、アジアをはじめとした世界的な需要の回復による大幅な増収や昨年度から継続してお

ります原価低減活動により、営業利益は９億７千６百万円（前年同四半期は７億２千１百万円の営業損失）となりま

した。また、経常利益は９億４千６百万円（前年同四半期は６億１千６百万円の経常損失）、四半期純利益は１５億８

千４百万円（前年同四半期は５億７百万円の四半期純損失）となりました。
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セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、売上高はセグメント間の売上高を含んでおります。

［日本］

エコカー減税、補助金政策などの影響により自動車販売台数が大幅に増加した結果、売上高は１５９億９千７百万

円、営業利益は９億７千１百万円となりました。

［北米］

自動車生産が堅調に推移した結果、売上高は２２億５千７百万円、営業利益は９千１百万円となりました。

［中国］

　経済成長により継続して自動車生産台数が増加した結果、売上高は８億９千４百万円、営業利益は１億３百万円とな

りました。

［アジア］

　景気回復に伴い自動車生産台数が大幅に増加した結果、売上高は１９億４千７百万円、営業利益は２億５千１百万円

となりました。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は１２９億７千２百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ、１７億３千４百万円の増加となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は２５億２千２百万円（前年同四半期比８１５．８％増）となりました。これは主

に、未払費用の増加額１５億４千５百万円、税金等調整前四半期純利益８億７千８百万円、減価償却費８億３千６百万

円、売上債権の減少額６億９千１百万円などの資金の増加と、賞与引当金の減少額７億５千７百万円、仕入債務の減少

額３億７千１百万円などの資金の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は３億９千８百万円（同２４．９％増）となりました。これは主に、有形固定資産の

取得による支出４億６百万円などの資金の減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は４億４千万円（前年同四半期は６千１百万円の獲得）となりました。これは主に、

配当金の支払額３億４千５百万円、長期借入金の返済による支出２億１千３百万円などの資金の減少によるものであ

ります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、７千２百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 63,855,994 63,855,994

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

1,000株

計 63,855,994 63,855,994 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月28日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 139

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 139,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 615

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月１日

至　平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

615

（注）１

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても、当社

取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役のいずれかの地位にあることを要する。

(2) 上記(1)に拘わらず、新株予約権者が、当社取締役もしくは使用人または当社子会社の取締役の全ての地位を

任期満了もしくは辞任による退任、定年による退職または転籍により喪失したときは、当該喪失の日の後一

年間に限り権利行使することができる。ただし、上記以外の原因により、その地位を喪失したときは、新株予

約権者は、その保有する全ての新株予約権を行使することができない。

(3) 新株予約権の相続はこれを認めない。

(4) その他の新株予約権の行使の条件については、平成18年6月28日開催の当社定時株主総会および平成18年7月

28日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定める

ところによる。
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平成19年６月25日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 166

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 166,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 552

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月１日

至　平成25年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

552

（注）１

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても、当社

取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役のいずれかの地位にあることを要する。

(2) 上記(1)に拘わらず、新株予約権者が、当社取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役の全ての地位を

任期満了もしくは辞任による退任、定年による退職または転籍により喪失したときは、当該喪失の日の後一

年間に限り権利行使することができる。ただし、上記以外の原因により、その地位を喪失したときは、新株予

約権者は、その保有する全ての新株予約権を行使することができない。

(3) 新株予約権の相続はこれを認めない。

(4) その他の新株予約権の行使の条件については、平成19年6月25日開催の当社定時株主総会および平成19年7月

27日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定める

ところによる。
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平成20年６月25日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 188

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 188,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 397

新株予約権の行使期間
自　平成22年８月１日

至　平成26年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

397

（注）１

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても、当社

取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役のいずれかの地位にあることを要する。

(2) 上記(1)に拘わらず、新株予約権者が、当社取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役の全ての地位を

任期満了もしくは辞任による退任、定年による退職または転籍により喪失したときは、当該喪失の日の後一

年間に限り権利行使することができる。ただし、上記以外の原因により、その地位を喪失したときは、新株予

約権者は、その保有する全ての新株予約権を行使することができない。

(3) 新株予約権の相続はこれを認めない。

(4) その他の新株予約権の行使の条件については、平成20年6月25日開催の当社定時株主総会および平成20年7月

31日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定める

ところによる。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 63,855,994 － 10,837,208 － 11,128,923
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（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】　

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,089,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,914,000 61,914 －

単元未満株式 普通株式　  852,994 － －

発行済株式総数 63,855,994　　 － －

総株主の議決権 － 61,914 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。　

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

中央発條株式会社
名古屋市緑区鳴海町

字上汐田68番地
1,089,000　　　－ 1,089,000 1.70

計 － 1,089,000　　　－ 1,089,000 1.70

（注）なお、当第１四半期会計期間末現在の自己株式数は、1,091,000株であります。　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 426 393 332

最低（円） 342 315 296

（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,018,702 11,289,166

受取手形及び売掛金 15,136,724 15,775,421

商品及び製品 2,395,094 2,282,841

仕掛品 1,487,574 1,458,858

原材料及び貯蔵品 2,945,389 3,044,165

繰延税金資産 1,348,913 894,536

未収入金 280,963 314,132

その他 439,512 462,300

貸倒引当金 △46,842 △43,784

流動資産合計 37,006,033 35,477,638

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 24,894,604 24,795,015

減価償却累計額 △17,347,511 △17,125,635

建物及び構築物（純額） 7,547,093 7,669,380

機械装置及び運搬具 47,160,217 47,323,490

減価償却累計額 △38,517,045 △38,458,129

機械装置及び運搬具（純額） 8,643,171 8,865,361

土地 8,500,769 8,487,396

建設仮勘定 712,712 691,659

その他 7,127,812 7,143,034

減価償却累計額 △6,453,789 △6,425,576

その他（純額） 674,022 717,457

有形固定資産合計 26,077,768 26,431,255

無形固定資産

のれん 45,341 50,579

その他 139,124 143,251

無形固定資産合計 184,465 193,830

投資その他の資産

投資有価証券 8,626,738 10,400,969

関係会社出資金 295,399 300,452

長期前払費用 155,587 154,764

繰延税金資産 169,663 115,359

前払年金費用 756,472 811,736

その他 325,582 371,172

投資損失引当金 △1,777 △1,777

貸倒引当金 △62,413 △89,960

投資その他の資産合計 10,265,252 12,062,717

固定資産合計 36,527,487 38,687,803

資産合計 73,533,520 74,165,441
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,218,369 12,551,929

短期借入金 641,303 846,988

未払金 541,397 851,142

未払費用 3,087,281 1,527,864

未払法人税等 548,189 208,179

繰延税金負債 62 36

賞与引当金 707,475 1,464,728

役員賞与引当金 24,487 93,055

製品保証引当金 48,246 46,922

その他 818,452 806,669

流動負債合計 18,635,264 18,397,517

固定負債

長期借入金 4,158,450 3,964,200

繰延税金負債 2,869,332 4,340,363

退職給付引当金 2,578,027 2,529,519

役員退職慰労引当金 240,541 289,677

資産除去債務 103,353 －

その他 328,624 345,989

固定負債合計 10,278,329 11,469,750

負債合計 28,913,594 29,867,267

純資産の部

株主資本

資本金 10,837,208 10,837,208

資本剰余金 11,128,923 11,128,923

利益剰余金 17,955,737 16,747,951

自己株式 △532,163 △531,351

株主資本合計 39,389,706 38,182,732

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,982,039 5,051,821

繰延ヘッジ損益 △657 △1,447

海外子会社の土地再評価差額金 250,420 250,420

為替換算調整勘定 △1,578,329 △1,738,385

評価・換算差額等合計 2,653,473 3,562,409

新株予約権 30,398 34,619

少数株主持分 2,546,348 2,518,412

純資産合計 44,619,926 44,298,173

負債純資産合計 73,533,520 74,165,441
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 14,371,728 19,367,439

売上原価 13,207,646 16,308,636

売上総利益 1,164,081 3,058,803

販売費及び一般管理費 ※
 1,885,520

※
 2,082,367

営業利益又は営業損失（△） △721,438 976,435

営業外収益

受取利息 1,688 4,980

受取配当金 92,529 97,810

持分法による投資利益 － 11,508

助成金収入 137,128 －

その他 42,553 29,201

営業外収益合計 273,898 143,501

営業外費用

支払利息 30,342 18,372

持分法による投資損失 16,142 －

為替差損 95,460 140,955

その他 26,763 13,817

営業外費用合計 168,708 173,145

経常利益又は経常損失（△） △616,249 946,791

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 24,622

賞与引当金戻入額 107,868 －

前期損益修正益 37,214 －

その他 36,688 15,358

特別利益合計 181,770 39,980

特別損失

前期損益修正損 1,575 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 92,725

その他 49 16,011

特別損失合計 1,625 108,736

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△436,104 878,035

法人税、住民税及び事業税 15,049 526,933

法人税等調整額 101,030 △1,268,648

法人税等合計 116,080 △741,715

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,619,750

少数株主利益又は少数株主損失（△） △44,913 34,889

四半期純利益又は四半期純損失（△） △507,271 1,584,861
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△436,104 878,035

減価償却費 964,902 836,863

のれん償却額 4,371 5,237

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,687 △24,832

賞与引当金の増減額（△は減少） △710,414 △757,664

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △63,451 △68,567

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △130,577 △49,136

製品保証引当金の増減額（△は減少） 5,245 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △88,481 37,602

前払年金費用の増減額（△は増加） 75,614 55,263

受取利息及び受取配当金 △94,217 △102,791

支払利息 30,342 18,372

持分法による投資損益（△は益） 16,142 △11,508

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 92,725

売上債権の増減額（△は増加） △52,247 691,371

たな卸資産の増減額（△は増加） 255,617 △6,054

仕入債務の増減額（△は減少） △371,643 △371,666

未払費用の増減額（△は減少） 1,064,878 1,545,753

未払金の増減額（△は減少） △387,407 △274,476

その他 56,312 94,731

小計 136,194 2,589,258

利息及び配当金の受取額 94,217 102,791

利息の支払額 △18,104 △10,513

助成金の受取額 137,128 －

法人税等の支払額 △74,009 △159,101

営業活動によるキャッシュ・フロー 275,426 2,522,434

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,006 －

定期預金の払戻による収入 5,000 5,000

有形固定資産の取得による支出 △342,278 △406,882

有形固定資産の売却による収入 4,022 5,573

無形固定資産の取得による支出 △434 △2,015

投資有価証券の取得による支出 △599 △10,839

貸付けによる支出 △7,100 △14,000

貸付金の回収による収入 7,943 6,497

その他 19,446 18,170

投資活動によるキャッシュ・フロー △319,007 △398,496

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 140,503 △4,832

長期借入れによる収入 － 200,000

長期借入金の返済による支出 △14,153 △213,218

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △59,094 △52,799

自己株式の取得による支出 △1,733 △811

配当金の支払額 － △345,214

少数株主への配当金の支払額 △3,925 △23,675

財務活動によるキャッシュ・フロー 61,596 △440,552

現金及び現金同等物に係る換算差額 96,203 51,096

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 114,219 1,734,481

現金及び現金同等物の期首残高 5,518,819 11,237,850

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,633,038

※
 12,972,331
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する

事項の変更

（１）資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ715千円、税金等調整前四半期純利益は

93,440千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の

変動額は102,765千円であります。

（２）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面

の取扱い」の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号

　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用し、連結決算上必要な修正

を行っております。

　　これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２．前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「助成金収入」（当第１四半期連結累計期間

8,389千円）は、営業外収益総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することと

しました。

３．前第１四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」

は、特別利益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前

第１四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は2,571千円であります。

４．前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「賞与引当金戻入額」（当第１四半期連結累計期

間は4,464千円）は、特別利益総額の100分の20以下となったため、特別利益の「その他」に含めて表示することと

しました。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

１．前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「製品

保証引当金の増減額（△は減少）」（当第１四半期連結累計期間は1,324千円）は、金額的重要性が低下したため、

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示することとしました。

２．前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「助成

金の受取額」（当第１四半期連結累計期間は8,389千円）は、金額的重要性が低下したため、「営業活動による

キャッシュ・フロー」の「税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純損失（△）」に含めて表示する

こととしました。それに伴い、前第１四半期連結累計期間において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他」に含めて表示しておりました「助成金収入」（前第１四半期連結累計期間は△137,128千円、当第１四半期

連結累計期間は△8,389千円）を、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「税金等調整前四半期純利益又は税

金等調整前四半期純損失（△）」に含めて表示しております。

３．前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「定期

預金の預入による支出」（当第１四半期連結累計期間は△1千円）は、金額的重要性が低下したため、「投資活動に

よるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示することとしました。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　　四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出については、実地たな卸を

省略し前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定しております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

当第１四半期連結会計期間に係る法人税等の算定については、加減算項

目や税額控除項目を重要なものに限定する等の簡便的な方法によっており

ます。

また、繰延税金資産の回収可能性については、一部の連結子会社におい

て、前連結会計年度末に使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グに、前連結会計年度末からの一時差異等の重要な変動を加味したものを

使用する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

　荷造発送費 388,229千円

　報酬・給与・手当 654,696 

　賞与引当金繰入額 98,606 

　役員賞与引当金繰入額 15,013 

　退職給付費用 △8,628 

　役員退職慰労引当金繰入額 19,172 

　製品保証引当金繰入額 11,550 

　技術開発費 67,665 

　のれん償却額 4,371 

　荷造発送費 428,397千円

　報酬・給与・手当 670,671 

　賞与引当金繰入額 144,281 

　役員賞与引当金繰入額 24,487 

　退職給付費用 99,560 

　役員退職慰労引当金繰入額 17,396 

　製品保証引当金繰入額 9,604 

　技術開発費 72,641 

　のれん償却額 5,237 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定 5,674,346

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △41,307

　現金及び現金同等物 5,633,038

 

 （千円）

　現金及び預金勘定 13,018,702

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △46,370

　現金及び現金同等物 12,972,331

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年６月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 63,855千株
 
　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,091千株
 
　３．新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

　　(1)新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社    30,398千円

　　(2)行使可能期間の初日が到来していない新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　親会社     6,125千円

 

　４．配当に関する事項

　　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 376,601 6 平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

　当社グループは、製品の種類、性質、製造方法等の類似性から判断して、同種・同系列の自動車部品等を専

ら製造販売しておりますので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

 
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 11,936,3321,251,0261,184,36914,371,728 － 14,371,728

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
824,22415,755397,3571,237,337(1,237,337)－

計 12,760,5571,266,7811,581,72615,609,065(1,237,337)14,371,728

営業損失（△） △130,820△137,674△56,612△325,106(396,332)△721,438

　（注）１．国又は地域は、地理的隣接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米：米国

アジア：台湾、タイ、インドネシア、中国

　　　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,251,215 1,249,568 14,592 2,515,376

Ⅱ　連結売上高（千円）             14,371,728

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
8.7 8.7 0.1 17.5

　（注）１．国又は地域は、地理的隣接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米：米国、カナダ

アジア：台湾、タイ、インドネシア、インド、トルコ、中国

その他：ドイツ、南アフリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検証を行う対象となっているもの

であります。

　当社グループは、主に自動車部品等を生産・販売しており、国内においては当社及び国内子会社が、海外に

おいては北米、中国、アジア（台湾、タイ、インドネシア）等の各地域を各海外子会社が、それぞれ担当してお

ります。各子会社の取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「北米」、「中国」及び「アジア」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、

自動車部品等のほか、住宅機器、電子機器及びその他の製品を生産・販売しております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

 日本 北米 中国 アジア 合計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 14,918,770　 2,177,802　 688,949　 1,581,917　 19,367,439　
セグメント間の内部売上
高又は振替高

　1,078,92479,306　 205,504　 365,093　 1,728,829　

計 15,997,694　 2,257,109　 894,454　 1,947,010　 21,096,269　

セグメント利益 971,151　 91,639　 103,524　 251,512　 1,417,827　

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　　　　　　　

利益 金額 　

報告セグメント計 1,417,827 　

未実現利益の消去等 1,265 　

全社費用（注） △442,658 　

四半期連結損益計算書の営業利益 976,435 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社部門に関わる費用であります。　　

　　

（追加情報）　　

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成　

　　　21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　　　　　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 669.85円 １株当たり純資産額 665.08円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末　
　（平成22年３月31日）

純資産の部の合計金額（千円） 44,619,926 44,298,173

純資産の部の合計金額から控除する金額（千円）　 2,576,746 2,553,031

（うち新株予約権）　 (30,398) (34,619)

（うち少数株主持分） (2,546,348) (2,518,412)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額　　（千

円）　
42,043,179 41,745,142

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末　　

　（期末）の普通株式の数（株）　
62,764,651 62,766,867

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 8.08円 １株当たり四半期純利益金額 25.25円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 

前第１四半期連結累計期間
　（自　平成21年４月１日　　　　　　
　　　　　　　　
 　 至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
　（自　平成22年４月１日　　　　　　
　　　　　　　　
 　 至　平成22年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △507,271 1,584,861

普通株主に帰属しない金額（千円）　 － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）　
△507,271 1,584,861

期中平均株式数（株）　 62,778,677 62,764,798

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当　

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要　

－ －

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

平成22年7月29日開催の取締役会にて、当社の退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行することを承認いた

しました。新制度への移行予定日は平成22年10月1日としており、厚生労働省における確定拠出年金規約の承認を前提と

しております。

なお、本移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用する予定でありますが、本移行に伴う当連結会計年度の損益に与える影響額は算定中であり、合理的に見

積もることが困難であるため記載しておりません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２１年８月４日

中央発條株式会社   

取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西松　真人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 淺井　孝孔　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央発條株式会

社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月１日

から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央発條株式会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２２年８月４日

中央発條株式会社   

取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西松　真人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 淺井　孝孔　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央発條株式会

社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年４月１日

から平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央発條株式会社及び連結子会社の平成２２年６月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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